
1令和６年３月 14 日（木曜日） 号　　　　　外石　川　県　公　報

令和 ６ 年 ３ 月 14 日（木曜日）

号　　　　　　　　　　外

（第　 １７ 　号）

　　　　訓　　　令
○石川県職員特殊勤務手当支給規程の一部改正
 （人　事　課）　１
　　　　土木部（水道用水供給事業）
○石川県企業職員の給与に関する規程の一部改正 ２

　　　　人事委員会
○一般職の職員の給与に関する条例の施行規則及び外国
　の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に
　関する規則の一部を改正する規則 ２

訓 　 　 　 　 　 令

石川県訓令第 2号
 庁　　　中　　　一　　　般　
 出　　　先　　　機　　　関　
　石川県職員特殊勤務手当支給規程（昭和35年石川県訓令第10号）の一部を次のように改正する。
　　令和６年３月14日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩　
　第５条第１項中「の定める」を「が定める」に改める。
　第６条中「第６条の３の３第１項第２号」を「第６条の３の３第１項第３号」に改め、「看護補助者」の次に「（前
項に規定する職員を除く。）」を加え、同条を同条第２項とし、同条に第１項として次の１項を加える。
　 　条例第６条の３の３第１項第２号及び第４号に規定する知事が指定する職員は、診療報酬の算定方法（平成20年
厚生労働省告示第59号）別表第１区分番号A101、A106注９、A207-3、A211、A214、A306、A308、A308-3注４、
A309、A311-2、A312、A314、A318又はA319の診療報酬を算定する病棟に勤務する看護補助者とする。
　本則に次の１条を加える。
（特殊現場作業に従事する職員の特殊勤務手当）
第 ９条　条例第９条の２第１項第11号に規定する知事が認める作業は、豪雨等異常な自然現象により重大な災害が発
生し、又は発生するおそれがある現場において行う次に掲げる作業とする。
　⑴　避難所の運営その他これに類する作業
　⑵　罹

り

災証明に係る家屋の調査その他これに類する作業
　⑶ 　保健医療活動チーム（日本DMAT活動要領（平成18年４月７日付医政指発第0407001号）に規定する保健医療

活動チームをいう。）その他これに類する重大な災害時に派遣されるチームの業務として従事する作業
　⑷　令和６年能登半島地震による災害に係る応急対策のために行う災害警備及び遭難救助の作業
２ 　条例第９条の２第２項第８号に規定する知事が定める額は、次の各号に掲げる作業の区分に応じ、当該各号に定
める額とする。
　⑴　前項第１号から第３号までに掲げる作業　710円
　⑵　前項第４号に掲げる作業　1,080円
　附則第２項を削り、附則第３項を附則第２項とする。
　　　附　則
（施行期日）
１ 　この訓令は、公表の日から施行する。ただし、附則第２項を削り、附則第３項を附則第２項とする改正規定は、
令和６年４月１日から施行する。
（適用区分）

目　　　　　　　　　　　次
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２ 　改正後の第６条の規定は令和６年２月１日から、改正後の第９条の規定は同年１月１日から適用する。

土木部（水道用水供給事業）

石川県企業管理規程第 1号
　石川県企業職員の給与に関する規程（昭和42年石川県電気事業管理規程第４号）の一部を次のように改正する。
　　令和６年３月14日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩　

　第４条第２項の表中

「
　豪雨等異常な自然現象により重大な災害が発生
し、若しくは発生するおそれがある送水・浄水施
設において行う巡回監視又は当該送水・浄水施設
における重大な災害の発生した箇所若しくは発生
するおそれの著しい箇所で行う応急作業若しくは
応急作業のための災害状況の調査（以下応急作業
等という。）

巡回監視１日
につき
 710円
応急作業等１
日につき
 1,080円

」

を

「
　豪雨等異常な自然現象により重大な災害が発生
し、若しくは発生するおそれがある送水・浄水施
設において行う巡回監視又は当該送水・浄水施設
における重大な災害の発生した箇所若しくは発生
するおそれの著しい箇所で行う応急作業若しくは
応急作業のための災害状況の調査（以下「応急作
業等」という。）

巡回監視１日
につき
 710円
応急作業等１
日につき
 1,080円

」

に改め、同表備考中「応急作業等」の次に「及

　豪雨等異常な自然現象により重大な災害が発生
し、又は発生するおそれがある現場において行う
避難所の運営その他これに類する作業又は罹

り

災証
明に係る家屋の調査その他これに類する作業（以
下「避難所運営作業等」という。）

１日につき
 710円

び避難所運営作業等」を加える。
　第７条中「認められる職員」の次に「、条例第６条の５に規定する住居に準ずる場所、休暇により勤務しない時間
その他の時間及び当該場所において正規の勤務時間の全部を勤務する期間」を加える。
　　　附　則
（施行期日）
１　この規程は、公表の日から施行する。ただし、第７条の改正規定は、令和６年４月１日から施行する。
（適用区分）
２　改正後の第４条第２項の表の規定は、令和６年１月１日から適用する。

人　事　委　員　会

　 一 般 職 の 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 施 行 規 則 及 び 外 国 の 地 方 公 共 団 体 の 機 関 等 に 派 遣 さ れ る 職 員 の 処 遇 等 に 関 す る

規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 す る 。

　 　 令 和 六 年 三 月 十 四 日

 石 　 川 　 県 　 人 　 事 　 委 　 員 　 会 　

石 川 県 人 事 委 員 会 規 則 第 三 号

　 　 　 一 般 職 の 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 施 行 規 則 及 び 外 国 の 地 方 公 共 団 体 の 機 関 等 に 派 遣 さ れ る 職 員 の 処 遇

等 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

（ 一 般 職 の 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 施 行 規 則 の 一 部 改 正 ）
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２ 　改正後の第６条の規定は令和６年２月１日から、改正後の第９条の規定は同年１月１日から適用する。

土木部（水道用水供給事業）

石川県企業管理規程第 1号
　石川県企業職員の給与に関する規程（昭和42年石川県電気事業管理規程第４号）の一部を次のように改正する。
　　令和６年３月14日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩　

　第４条第２項の表中

「
　豪雨等異常な自然現象により重大な災害が発生
し、若しくは発生するおそれがある送水・浄水施
設において行う巡回監視又は当該送水・浄水施設
における重大な災害の発生した箇所若しくは発生
するおそれの著しい箇所で行う応急作業若しくは
応急作業のための災害状況の調査（以下応急作業
等という。）

巡回監視１日
につき
 710円
応急作業等１
日につき
 1,080円

」

を

「
　豪雨等異常な自然現象により重大な災害が発生
し、若しくは発生するおそれがある送水・浄水施
設において行う巡回監視又は当該送水・浄水施設
における重大な災害の発生した箇所若しくは発生
するおそれの著しい箇所で行う応急作業若しくは
応急作業のための災害状況の調査（以下「応急作
業等」という。）

巡回監視１日
につき
 710円
応急作業等１
日につき
 1,080円

」

に改め、同表備考中「応急作業等」の次に「及

　豪雨等異常な自然現象により重大な災害が発生
し、又は発生するおそれがある現場において行う
避難所の運営その他これに類する作業又は罹

り

災証
明に係る家屋の調査その他これに類する作業（以
下「避難所運営作業等」という。）

１日につき
 710円

び避難所運営作業等」を加える。
　第７条中「認められる職員」の次に「、条例第６条の５に規定する住居に準ずる場所、休暇により勤務しない時間
その他の時間及び当該場所において正規の勤務時間の全部を勤務する期間」を加える。
　　　附　則
（施行期日）
１　この規程は、公表の日から施行する。ただし、第７条の改正規定は、令和６年４月１日から施行する。
（適用区分）
２　改正後の第４条第２項の表の規定は、令和６年１月１日から適用する。

人　事　委　員　会

　 一 般 職 の 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 施 行 規 則 及 び 外 国 の 地 方 公 共 団 体 の 機 関 等 に 派 遣 さ れ る 職 員 の 処 遇 等 に 関 す る

規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 す る 。

　 　 令 和 六 年 三 月 十 四 日

 石 　 川 　 県 　 人 　 事 　 委 　 員 　 会 　

石 川 県 人 事 委 員 会 規 則 第 三 号

　 　 　 一 般 職 の 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 施 行 規 則 及 び 外 国 の 地 方 公 共 団 体 の 機 関 等 に 派 遣 さ れ る 職 員 の 処 遇

等 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

（ 一 般 職 の 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 施 行 規 則 の 一 部 改 正 ）
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第 一 条 　 一 般 職 の 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 施 行 規 則 （ 昭 和 三 十 二 年 石 川 県 人 事 委 員 会 規 則 第 三 号 ） の 一 部 を 次 の よ

う に 改 正 す る 。

　 　 第 五 十 七 条 の 四 の 十 八 の 次 に 次 の 七 条 を 加 え る 。

　 （ 在 宅 勤 務 等 手 当 ）

　 第 五 十 七 条 の 四 の 十 九 　 条 例 第 十 条 の 七 第 一 項 の 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 場 所 は 、 次 に 掲 げ る 場 所 と す る 。

　 　 一 　 職 員 の 配 偶 者 又 は 二 親 等 内 の 親 族 の 住 居

　 　 二 　 宿 泊 施 設 の 客 室 （ 職 員 が 当 該 客 室 の 利 用 に 係 る 料 金 を 負 担 す る 場 合 に 限 る 。 ）

　 　 三 　 前 二 号 に 掲 げ る 場 所 に 準 ず る 場 所 と し て 任 命 権 者 が 認 め る も の

　 第 五 十 七 条 の 四 の 二 十 　 条 例 第 十 条 の 七 第 一 項 の 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 時 間 は 、 次 に 掲 げ る 時 間 と す る 。

　 　 一 　 勤 務 時 間 条 例 第 四 条 第 一 項 及 び 学 校 職 員 勤 務 時 間 条 例 第 五 条 第 一 項 に 規 定 す る 時 間 外 勤 務 代 休 時 間 又 は 条 例

第 十 二 条 第 一 項 に 規 定 す る 祝 日 法 に よ る 休 日 等 若 し く は 年 末 年 始 の 休 日 等 に 割 り 振 ら れ た 勤 務 時 間 （ い ず れ も

特 に 勤 務 す る こ と を 命 ぜ ら れ た 時 間 を 除 く 。 ）

　 　 二 　 休 暇 に よ り 勤 務 し な い 時 間 及 び 前 号 に 掲 げ る 時 間 の ほ か 、 勤 務 し な い こ と に つ き 特 に 承 認 が あ つ た 時 間

　 第 五 十 七 条 の 四 の 二 十 一 　 条 例 第 十 条 の 七 第 一 項 の 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 期 間 は 、 三 箇 月 と す る 。

　 第 五 十 七 条 の 四 の 二 十 二 　 任 命 権 者 は 、 在 宅 勤 務 等 手 当 を 支 給 す る 場 合 に お い て 必 要 と 認 め る と き は 、 条 例 第 十 条

の 七 第 一 項 に 規 定 す る 勤 務 （ 以 下 こ の 条 に お い て 「 在 宅 勤 務 等 」 と い う 。 ） を 行 う 場 所 、 在 宅 勤 務 等 を 命 ぜ ら れ

た 日 数 そ の 他 同 項 の 職 員 た る 要 件 を 具 備 す る か ど う か の 判 断 に 必 要 な 事 項 を 確 認 す る も の と す る 。

　 ２ 　 任 命 権 者 は 、 前 項 の 確 認 を 行 う 場 合 に お い て 必 要 と 認 め る と き は 、 職 員 に 対 し 在 宅 勤 務 等 を 行 う 場 所 等 を 明 ら

か に す る 書 類 の 提 出 等 を 求 め る も の と す る 。

　 第 五 十 七 条 の 四 の 二 十 三 　 在 宅 勤 務 等 手 当 は 、 給 料 の 支 給 日 に 支 給 す る 。

　 ２ 　 在 宅 勤 務 等 手 当 の 支 給 日 前 に お い て 離 職 し 、 又 は 死 亡 し た 職 員 に は 、 当 該 在 宅 勤 務 等 手 当 を そ の 際 支 給 す る 。

　 第 五 十 七 条 の 四 の 二 十 四 　 職 員 が 新 た に 条 例 第 十 条 の 七 第 一 項 の 職 員 た る 要 件 を 具 備 す る と 認 め ら れ た 場 合 に は 、

同 項 に 規 定 す る 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 期 間 以 上 の 期 間 、 在 宅 勤 務 等 手 当 を 支 給 す る 。 た だ し 、 在 宅 勤 務 等 手 当

を 支 給 さ れ て い る 職 員 が 同 項 の 職 員 た る 要 件 を 欠 く こ と と な つ た と 認 め ら れ た 場 合 に お い て は 、 当 該 要 件 を 欠 く

こ と と な つ た と 認 め ら れ た 月 以 後 、 在 宅 勤 務 等 手 当 を 支 給 し な い 。

　 第 五 十 七 条 の 四 の 二 十 五 　 任 命 権 者 は 、 在 宅 勤 務 等 手 当 の 支 給 を 受 け る 職 員 に つ い て 別 記 第 六 号 の 四 様 式 の 在 宅 勤

務 等 手 当 支 給 調 書 を 備 え な け れ ば な ら な い 。

　 　 第 六 十 七 条 の 五 中 「 別 記 第 六 号 の 四 様 式 」 を 「 別 記 第 六 号 の 五 様 式 」 に 改 め る 。

　 　 第 七 十 六 条 の 十 一 の 前 の 見 出 し を 削 り 、 同 条 に 見 出 し と し て 「 （ 災 害 派 遣 手 当 ） 」 を 付 す 。

　 　 第 七 十 六 条 の 十 二 を 削 り 、 第 七 十 六 条 の 十 三 中 「 及 び 支 給 」 を 削 り 、 同 条 を 第 七 十 六 条 の 十 二 と し 、 第 七 十 六 条

の 十 三 の 二 の 前 の 見 出 し を 削 り 、 同 条 を 第 七 十 六 条 の 十 三 と し 、 同 条 の 前 に 見 出 し と し て 「 （ 通 勤 手 当 ） 」 を 付 す 。

　 　 第 七 十 六 条 の 十 八 第 一 項 第 二 号 中 「 交 替 制 勤 務 に 従 事 す る 職 員 等 」 を 「 在 宅 勤 務 等 手 当 を 支 給 さ れ る 職 員 、 交 替

制 勤 務 に 従 事 す る 職 員 そ の 他 の 職 員 」 に 、 「 平 均 一 箇 月 当 た り の 通 勤 所 要 回 数 分 」 を 「 一 箇 月 当 た り の 平 均 通 勤 所

要 回 数 分 」 に 改 め る 。

　 　 第 七 十 六 条 の 十 九 中 「 適 用 す る 場 合 を 含 む 。 」 の 下 に 「 次 項 に お い て 同 じ 。 」 を 加 え 、 「 平 均 一 箇 月 当 た り の 通 勤

所 要 回 数 」 を 「 一 箇 月 当 た り の 平 均 通 勤 所 要 回 数 」 に 、 「 と し 、 同 号 の 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 割 合 は 、 百 分 の

五 十 と す る 」 を 「 と す る 」 に 改 め 、 同 条 に 次 の 一 項 を 加 え る 。

　 ２ 　 条 例 第 二 十 二 条 の 六 第 二 項 第 二 号 の 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 割 合 は 、 百 分 の 五 十 と す る 。

　 　 第 七 十 七 条 の 三 第 一 項 及 び 第 三 項 中 「 及 び 管 理 職 員 特 別 勤 務 手 当 」 を 「 、 管 理 職 員 特 別 勤 務 手 当 、 災 害 派 遣 手

当 、 武 力 攻 撃 災 害 等 派 遣 手 当 及 び 特 定 新 型 イ ン フ ル エ ン ザ 等 対 策 派 遣 手 当 」 に 改 め る 。

　 　 別 記 第 一 号 様 式 を 次 の よ う に 改 め る 。
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44
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台
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得
税
源
泉
徴
収
簿
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年
 
 

所
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所
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月
 
 
日
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に

伴
う
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当
 地

域
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当
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地
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務

手
当
に
準
ず
る
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当
 

％
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日

 

変
更
所
属
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更
住
所
  

 
住

民
税

月
割

額
 

５
月
以
前
 

６
　
　
月
 

７
月

以
降

 

任
免

事
項
 

変 更 年 月 日 

扶 養 手 当 

住 居 手 当 

通 勤 手 当 

単 身 赴 任 手 当 

在 宅 勤 務 等 手 当 

前
年
の
年
末
調
整
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基
づ
き
繰
り
越
し
た
過
不
足
税
額
 

過
納
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分
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額
 

区
分
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額
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間

給
与
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税
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の
各
合
計
 

 
 

 
 

発 令 等 月 日 

発 令 等 事 項 

給 料 表 

号 給 

級 
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収
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泉
控

除
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配
偶
者
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一 般 の 

扶 養 親 族 
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控
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収
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控
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扶
養
控
除
額
、
基
礎
控

除
額

及
び

障
害

者
等

控
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計
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引
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年
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控
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控
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控
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住 居 手 当 

単 身 赴 任 手 当 
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5令和６年３月 14 日（木曜日） 号　　　　　外石　川　県　公　報
　 　 別 記 第 六 号 の 四 様 式 を 別 記 第 六 号 の 五 様 式 と し 、 別 記 第 六 号 の 三 様 式 の 次 に 次 の 一 様 式 を 加 え る 。

　別記第６号の４様式（第57条の４の25関係）
在宅勤務等手当支給調書

勤 務 公 署 職
氏 名

３箇月以上の期間について１箇月当たり平均10日を超えて在宅勤務等を命ぜられた期間 　 年 月 から
　 年 月 まで

支給開始月の初日の状況
月数 １箇月目 ２箇月目 ３箇月目 ４箇月目 ５箇月目 ６箇月目 ７箇月目 ８箇月目 ９箇月目 10箇月目 11箇月目 12箇月目 月平均日数 支給可否年月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月

在宅勤務等の日数
計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数

２箇月目の初日の状況
月数 １箇月目 ２箇月目 ３箇月目 ４箇月目 ５箇月目 ６箇月目 ７箇月目 ８箇月目 ９箇月目 10箇月目 11箇月目 12箇月目 月平均日数 支給可否

在宅勤務等の日数
実績日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数

３箇月目の初日の状況
月数 １箇月目 ２箇月目 ３箇月目 ４箇月目 ５箇月目 ６箇月目 ７箇月目 ８箇月目 ９箇月目 10箇月目 11箇月目 12箇月目 月平均日数 支給可否

在宅勤務等の日数
実績日数 実績日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数

４箇月目の初日の状況
月数 １箇月目 ２箇月目 ３箇月目 ４箇月目 ５箇月目 ６箇月目 ７箇月目 ８箇月目 ９箇月目 10箇月目 11箇月目 12箇月目 月平均日数 支給可否

在宅勤務等の日数
実績日数 実績日数 実績日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数

５箇月目の初日の状況
月数 １箇月目 ２箇月目 ３箇月目 ４箇月目 ５箇月目 ６箇月目 ７箇月目 ８箇月目 ９箇月目 10箇月目 11箇月目 12箇月目 月平均日数 支給可否

在宅勤務等の日数
実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数

６箇月目の初日の状況
月数 １箇月目 ２箇月目 ３箇月目 ４箇月目 ５箇月目 ６箇月目 ７箇月目 ８箇月目 ９箇月目 10箇月目 11箇月目 12箇月目 月平均日数 支給可否

在宅勤務等の日数
実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数

７箇月目の初日の状況
月数 １箇月目 ２箇月目 ３箇月目 ４箇月目 ５箇月目 ６箇月目 ７箇月目 ８箇月目 ９箇月目 10箇月目 11箇月目 12箇月目 月平均日数 支給可否

在宅勤務等の日数
実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数

８箇月目の初日の状況
月数 １箇月目 ２箇月目 ３箇月目 ４箇月目 ５箇月目 ６箇月目 ７箇月目 ８箇月目 ９箇月目 10箇月目 11箇月目 12箇月目 月平均日数 支給可否

在宅勤務等の日数
実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数

９箇月目の初日の状況
月数 １箇月目 ２箇月目 ３箇月目 ４箇月目 ５箇月目 ６箇月目 ７箇月目 ８箇月目 ９箇月目 10箇月目 11箇月目 12箇月目 月平均日数 支給可否

在宅勤務等の日数
実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 計画日数 計画日数 計画日数 計画日数

10箇月目の初日の状況
月数 １箇月目 ２箇月目 ３箇月目 ４箇月目 ５箇月目 ６箇月目 ７箇月目 ８箇月目 ９箇月目 10箇月目 11箇月目 12箇月目 月平均日数 支給可否

在宅勤務等の日数
実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 計画日数 計画日数 計画日数

11箇月目の初日の状況
月数 １箇月目 ２箇月目 ３箇月目 ４箇月目 ５箇月目 ６箇月目 ７箇月目 ８箇月目 ９箇月目 10箇月目 11箇月目 12箇月目 月平均日数 支給可否

在宅勤務等の日数
実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 計画日数 計画日数

12箇月目の初日の状況
月数 １箇月目 ２箇月目 ３箇月目 ４箇月目 ５箇月目 ６箇月目 ７箇月目 ８箇月目 ９箇月目 10箇月目 11箇月目 12箇月目 月平均日数 支給可否

在宅勤務等の日数
実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 実績日数 計画日数

備考

記入上の注意
　「月平均日数」の算出は、「３箇月以上の期間について１箇月当たり平均10日を超えて在宅勤務等を命ぜられた期間」の各月の在宅勤務等の日数を合算した日数を、当該期間
の月数で除して得た日数（小数点以下１位未満は切り上げる。）とする。
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（ 外 国 の 地 方 公 共 団 体 の 機 関 等 に 派 遣 さ れ る 職 員 の 処 遇 等 に 関 す る 規 則 の 一 部 改 正 ）

第 二 条 　 外 国 の 地 方 公 共 団 体 の 機 関 等 に 派 遣 さ れ る 職 員 の 処 遇 等 に 関 す る 規 則 （ 昭 和 六 十 三 年 石 川 県 人 事 委 員 会 規 則

第 一 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

　 　 第 三 条 第 一 項 中 「 通 勤 手 当 」 の 下 に 「 、 在 宅 勤 務 等 手 当 」 を 加 え る 。

　 　 　 附 　 則

　 こ の 規 則 は 、 令 和 六 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。


